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1 ．緒　言

　住宅の高気密化に伴い，室内における化学物質汚染

の問題が顕在化している 1 , 2）。換気を頻繁に行うこと

で被害を軽減することができるが，抜本的な対策は，

室内から汚染物質を取り除くことである。各一般家庭

にある建築材料や家具などに由来する汚染源を特定す
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要　旨

　建材や家具からの化学物質の放散フラックスを簡易にサンプリングするツールとして，我々はパッシブフ
ラックスサンプラー（Passive Flux Sampler: PFS）の開発を行ってきた。本論文では， PFSを用いて，室内
に多数存在する汚染源の候補の中から主要な汚染源を特定する際の方法論について述べている。また，化学
物質の放散フラックスは，建材の置かれた流体力学的な環境の違いによって変化する場合があるが， PFSの
気相拡散距離を変化させることによって，その変化を予測することができる。建材試験片を用いた測定によ
り，「最大放散フラックス」，「平衡濃度」，「減衰速度定数」，「みかけの活性化エネルギー」，「建材厚さ比例係
数」，「限界内部拡散フラックス」の各パラメータを求めることで，建材の化学物質放散特性を必要な範囲であ
る程度捉えることができると考えられる。

Abstract

　We developed a passive flux sampler （PFS） used to identify sources of  indoor chemical emissions from 
building materials and furniture. In this paper, we explain the methodology used to identify the primary source 
of  the emissions. In addition, we also discuss several analytical methods used to understand the emission 
characteristics of  a test piece of  building material. The emission characteristics may be understood by 
measuring the following six parameters: maximum emission rate, apparent equilibrium concentration, decay rate 
constant, apparent activation energy, proportionality constant with material thickness, and maximum internal 
diffusion flux.
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るには，広く普及を図る為に，安価で簡易な方法でサ

ンプリングを行える装置が必要である。このような

要求に対して，我々はパッシブ型フラックスサンプ

ラー（Passive Flux Sampler: PFS）の開発を進めてき

た 3－5）。 PFSはシャーレ状の容器の底面に，対象化学

物質とその測定方法に合わせた吸着剤，あるいは吸着

シート等を設置したもので，サンプラーを直接建材

の被測定部位に覆い被せて使用する。建材表面から放

出された化学物質は，容器内部の空気層を分子拡散に

よって吸着剤表面まで移動し，捕集される。空気層は

拡散抵抗の役割を果たしており，この抵抗の大きさを

調節することで，室内の建材表面の状態を再現するこ

とを想定している。この詳細については後述する。

　本論文では，このような PFSを用いたサンプリン

グにおける注意点，解析方法，応用と限界について論

じることを目的とする。

2 ．パッシブ型フラックスサンプラーの概要

　PFSの一例を Fig. 1に示す。図に示したものは揮発

性有機化合物（Volatile organic compounds: VOCs）を

捕集し，加熱脱着法を用いてガスクロマトグラフィー

に導入して分析することを前提とした構造のものであ

る。内径 41 mm，深さ 16 mmのステンレス製シャー

レの底部に，加熱脱着に用いることのできる吸着剤

粒子を敷き，こぼれ落ちないようにステンレス製メッ

シュ（100メッシュ /インチ）で固定している。分析対

象に合わせて，例えばアルデヒド類には DNPHシー

ト，フタル酸エステルには活性炭シートを用いる。

これらの場合にはステンレスメッシュは使用しない。

メッシュのサンプリング速度に与える影響については

村瀬 4）が述べているように，ほとんど無視できる程度

である。サンプラーのサイズについては，必要に応じ

て断面積・深さの異なるシャーレを用いてもよいが，

加熱脱着法を用いる場合，吸着剤の使用量に制限があ

るので，あまり断面積の大きなものは使用しがたい。

シャーレの内側を占める空気は拡散抵抗となってお

り，シャーレ底面をテフロン板等で底上げすることで

拡散距離，即ち拡散抵抗の大きさを変化させることが

できる。拡散抵抗を変化させることによる解析方法に

ついては後段で検討する。

3 ．室内の主要な化学物質発生源の特定方法

3 . 1　概　要

　本 PFSには二つの主な役割が考えられる。第一の

役割は室内において化学物質の主要な発生源を簡単な

方法で特定することであり，第二の役割は試験片等を

使用して放散特性を理解する為の試験装置としての役

割である。前者の場合，小型のサンプラーを使って，

大面積の室内を測定することになる為，サンプリング

の均質性が問題となる。室内の濃度に影響するのは，

フラックス［g/m2/h］に面積［m2］を掛けた放散速度

［g/h］である。従って，面積の広い壁紙や床材などは

フラックスが小さくても全体への寄与が大きくなるた

め，注意深い調査が必要であると考えられる。多数点

をサンプリングすることが理想ではあるが，それでは

簡便さを損なってしまう。そこで一例として以下のよ

うな方法を提案する。

3 . 2　室内濃度の把握

　まず，自然換気状態（部屋を閉め切り，換気扇等を

稼動させていない状態）におけるその部屋の化学物質

濃度を測定する。もし，不在時も含めて常時換気扇を

稼動している部屋であれば，換気扇稼動状態の測定で

よい。方法はやはりパッシブサンプラーを用いた既存

の方法 6）が簡便であると思われる。日周期の温度変化

があることや，室内濃度が定常的になるまでの時間を

考慮して，サンプリングには 24時間，あるいはそれ

以上の時間をかけることが望ましい。各化学物質濃度

が厚生労働省の指針値 7）よりも十分低ければその部屋

でフラックスの測定を行う必要はない。いずれかの濃

度が指針値と同程度，あるいは指針値を超えており，

かつ主要な発生源が特定できない場合には， PFSを
Fig.  1  Cross-sectional view and top view of  a passive flux 
　　　　sampler （PFS）
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用いた測定が有効であると考えられる。

3 . 3　PFS による主要な発生源の抽出

　まず，材質の異なる発生源毎に各 1点ずつサンプ

リングする。このとき，比表面積（建材や家具の面積

／部屋の体積＝ S/V）が小さいもの（S/V < 0.03）や，

明らかに主要な発生源ではないと思われるものは除

外する。反対に，購入したばかりの家具やリフォー

ムを行った直後の箇所などは，面積の大小に関わらず

測定対象とする。測定を行って得られる各建材からの

フラックスに，各々の面積を掛けて放散速度に換算す

る。それらの合計値を算出し，各放散速度を合計値で

除して，それぞれの相対寄与率を求め，大きさを比較

して主要な発生源を特定する。

3 . 4　検　証

　寄与率の大きなものが室内から簡単に取り除けるも

のである場合には，室外へ除去した後，自然換気状態

において室内濃度が十分低下したかどうかを確認すれ

ばよい。一方，対象物の除去が困難である場合には，

主要な発生源として他に見落としているものが無いか

を確かめる必要がある。そのために初めに測定した室

内濃度が，測定により得られた合計放散速度でどの程

度説明できるかを確認する作業を行う。定常状態にお

ける室内濃度は，室内空気の完全混合を仮定すると，

放散速度を使って下記の式で表される。

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）

C ：ある化学種の室内濃度 ［g/m3］， M ：ある化学

種の放散速度の合計値［g/h］， n ：部屋の換気回数 

［1/h］， V：部屋の体積 ［m3］

　濃度を求めるには換気回数を知る必要がある。換

気回数については奥泉ら 8）によってトレーサーガス

のパッシブドーザー・パッシブサンプラーを用い，

同時に VOCs 濃度も測定する方法が提案されてお

り，簡便に測定することができるが，換気回数を知

ることができない場合には，一般的な自然換気回数

である 0.5回 /hを代用する。室内濃度の実測値が指

針値に近いか，あるいはそれを超える場合で，かつ測

定したフラックスから見積もられた室内濃度が実測値

と大きく隔たる場合には，換気量測定を行って換気回

数を正確に求め，それでも改善されない場合には，測

定対象を増やしたフラックスの再測定が必要である。

推定値と実測値が比較的よく一致する場合（例えば相

対誤差 50%以内が目安）には，先の手順に進む。寄

与率が上位の発生源から順に選択して，放散速度の合

計値から選択された発生源の放散速度を引いていく。

引き算した後の放散速度の合計値から推定される室内

濃度が，指針値の半分程度を下回るところまでこの操

作を続ける。このとき選択された上位の発生源を精査

対象とする。また，室内濃度が上手く再現されない場

合でも，単独で室内濃度への寄与の半分以上を占める

建材・家具が存在する場合には，まずこれを精査対象

とする。

3 . 5　対策

　選択された発生源が床材や天井のように工事が必要

であるものや，高価な家具などの場合には， 1つの

対象に対して，サンプラー数を 3つ以上に増やして

再測定し，測定部位の違いによるフラックスのばらつ

きを調べる。精度と簡易さの両立を考えて誤差の許容

量をやや大きくして，部位間のフラックスの相対標準

偏差（Relative Standard Deviation: RSD）が 30%以内

に収まるようであれば，測定値は概ね信頼できると判

断する。 RSDが 30%を越える場合には，更に測定点

を増やすなどして，信頼できる平均放散速度を得られ

るようにする。このようにして，確からしい放散速度

が求められたら，室内濃度が指針値をどの程度上回っ

ているか，測定対象物の室内濃度への寄与率はどの程

度か，対象物を除去・交換するための費用はどの程度

であるかなどを考慮して，対応策を考える。この際の

具体的なリスク評価方法については，本論文では扱わ

ないものとする。対策後の室内濃度を，やはり自然換

気状態で測定し，指針値を下回っていることを確認す

る。

4 ．律速過程の推定

4 . 1　気相境膜

　室内には空気の対流や外部からの風の流入によって

気流が生じている。しかしこの気流は，建材や家具の

ごく表面までは到達しない。その結果，建材の表面

近傍の物質移動は分子拡散が支配的である。 PFSで

はサンプラー内の空間に，この分子拡散領域を再現す

ることを意図している。固体（あるいは液体）表面の

気相で，分子拡散が支配的であり，固体（あるいは液

体）表面からのフラックスが以下のような式で近似で



室内環境学会誌　Vol.7  No.2［2004］

20

きる領域を気相境膜と呼んでいる。

　　 　　　　　　　　　　　　　　　（2）

F ：フラックス  ［g / m 2/ h］， D ：分子拡散係数  

［m2/h］， Cs：固体（液体）表面濃度 ［g/m3］， Ca：室

内濃度 ［g/m3］，δ：境膜厚さ ［m］

　（2）式から明らかなように，フラックスの大きさを

決める要因の 1つが，気相境膜厚さである。境膜厚さ

は気流の状態によって変化し，風速が速いほど，境膜

厚さは薄くなる。数値流体力学（Computational Fluid 

Dynamics: CFD）が使用できる環境では，計算によっ

て境膜厚さを推定すると，著しく精度が向上する場合

もあると考えられる。実測・計算のいずれの情報も得

られない場合には Tichenor et al.の研究例 9）から，自

然換気状態にある室内の壁表面ではδ = 1.5× 10－2 m

を代用する。一方， PFS内部の化学物質の濃度プロ

ファイルが，室内環境中における建材表面の状態に近

いことは，サンプラーのリークによる測定値の変動を

軽減する方向に働くと考えられる。

4 . 2　境膜内気相拡散律速と建材側の律速

　建材から室内への化学物質の放散速度には，建材内

部の物質移動と，境膜部分の物質移動の両方の過程が

影響し得る。これらの過程は逐次的に起こるので， 2

つの過程のうちの，遅い方が全体の速度を決めること

になる。既往の研究によると，例えばペンキを塗布

した直後の濡れた表面からの VOCsの放散は境膜内気

相拡散律速である 9）。一方，ドライマテリアルからの

VOCsの放散は，建材側が律速している 10）。可塑剤と

して用いられているフタル酸エステル類のプラスチッ

クからの放散は，境膜内気相拡散律速である 3）。しか

し，（2）式から明らかなように，境膜部分の拡散抵抗

の大きさは，境膜厚さによって変化する。結果的に

律速過程が変化する可能性もある。従って，これらの

結果は本来，境膜厚さを揃えて比較するべきである。

PFSでは概ねδ = 1.5× 10 －2 mに設定されており，

自然換気状態における室内での放散フラックスが測定

されると考えられる。

4 . 3　気相境膜厚さの変化による律速過程の推定

　室内の気流が大きくなると，境膜厚さは容易に変化

する。 Tichenor et al.9）では，天井のファンを回すこ

とによって，δ = 3× 10 －3 mへと，境膜厚さが 5分

の 1に減少している。このように，気流が増加して

境膜厚さが減少する場合を想定して， PFSの拡散距

離を短くしてサンプリングを行うこともできる。理想

的には拡散距離を多数変化させてサンプリングするこ

とが望ましいが，理論的には異なる 2つの拡散長でサ

ンプリングすれば，測定した拡散距離以外でのフラッ

クスを補間することが可能であり，一部は補外する

こともできる。 PFSの気相拡散距離を変えることに

よって，建材側と境膜側の相対的な抵抗の大きさを変

化させる。 PFS内の気相拡散距離を極限まで短くし

ていくと気相側の拡散抵抗はゼロに近づき，建材から

の放散速度は建材側の物質移動のみに依存するように

なる。このとき建材からの放散速度は最大になる（最

大放散速度）。反対に，気相拡散距離を長くしていく

と，気相の拡散抵抗が増大し，やがて気相側の拡散律

速で放散速度が決まるようになる。このとき建材から

の化学物質の供給速度は相対的に十分速いので，化学

物質は建材内部や表面の気相に溜まることになる。こ

のため建材表面と，表面ごく近傍の気相の間では，化

学物質と建材との相互作用で決まる平衡状態になって

いると考えられる（平衡濃度）。 PFS内部の濃度変化

の様子を定性的に Fig. 2に示す。 PFSの吸着剤表面

の気相濃度が建材表面の濃度に比べて相対的にゼロと

みなせる場合には，拡散距離が変わることにより律速

段階が移行し，放散フラックスが変化する過程は，気

相拡散距離の逆数の関数として，近似的に以下のよう

に表すことができると考えられる。

Fig.  2  Schematic diagram inside a PFS
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　　 　　　　　　　　　　　　（3）

F ：建材からのある化学物質の放散フラックス  

［g/m 2/h］， F max ：ある化学物質の最大放散速度  

［g/m2/h］， D：ある化学物質の空気中における分子

拡散係数 ［m2/h］， Ceq：建材表面近傍の建材－気相間

平衡濃度 ［g/m3］，δ： PFS内気相拡散距離 ［m］

　放散フラックスが最大放散フラックスの 1/2になる

とき，即ち，

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　（4）

を満たす気相拡散距離が，建材側律速と気相拡散律速

とのおおよその分岐点になると考えられる。（3）式にお

いては，各化学種の空気中での分子拡散係数は便覧 11）

や Chapman-Enskog理論の第一近似式などから知る

ことができるので，未知のパラメータは最大放散フ

ラックス（Fmax）と，平衡濃度（Ceq）の 2つである。

従って， PFSを用いて気相拡散距離を 2点とって，

それに対応する放散フラックスを求めれば，（3）式で

表される曲線は一意に定まることになる。これによ

り，理屈上は測定した気相拡散距離以外の境膜厚さに

対しても，放散フラックスを推定することが可能にな

る。

　このように， PFSでは境膜内気相拡散律速，建材

側律速のいずれの場合もフラックスを測定することが

可能であり，また室内環境中において，そのどちらの

状態にあるかを推定することができるという利点があ

る。一方，気相拡散律速である場合に多いと考えられ

る放散量の大きなサンプルでは，短時間で吸着剤の容

量を超える可能性がある為，サンプリング時間を変え

て測定を行い，時間に比例した捕集量が得られること

を確認する必要がある。

4 . 4 　実測例

　実際には，データのばらつき等を考慮すると，選ん

だ PFSの気相拡散距離が律速段階の分岐点を間に挟

む 2点でなければ，曲線全体を正確に予測すること

は難しいが，測定してみるまでそれは分からない。

しかし，室内の通常の環境であり得る境膜厚さの範囲

（数 mm～ 10数 mm）で予測ができればよいので，こ

の範囲で 2点を選び， 2点ともどちらかの律速過程

に含まれてしまう場合でも，実用上は大きな問題はな

いと思われる。また，このような場合でも，選んだ 2

点がどちらの律速段階にあるかの判断をすることは可

能である。 Fig. 3には Fujii et al.3）に示された，プラ

スチックからの di-2-ethylhexyl phthalate （DEHP）の

放散フラックスと，気相拡散距離との関係を示すデー

タと，（3）式とを比較したものを示す。実験データは

気相拡散距離が短い（0.5 mmと 2 mm）領域のもので

あるが，フラックスは概ね気相拡散距離に比例してい

る。従って，より気相拡散距離の長い（すなわち拡散

距離の逆数が小さい）室内環境中でも，気相拡散律速

であると予測される。

　こうして，任意の境膜厚さに対して放散フラックス

が求められると，様々な使用状態における放散フラッ

クスの予測が可能になるので，室内の濃度予測シミュ

レーションに結果を応用することが期待できる。この

ように PFSでは，非常に汎用性の高い放散フラック

スデータセットを得ることもできる。

5 ．建材内部の化学物質放散メカニズム

5 . 1 　概要

　これまでの議論は，基本的に建材の内部はブラッ

クボックスにして，外部に現れる放散フラックスを

測定・予測することに焦点を当ててきた。室内の建

材からの放散フラックスをその場でサンプリングす

Fig.  3  The relationship between reciprocal of  diffusion 
　　　　length and di-2-ethylhexyl phthalate （DEHP） flux 
　　　　measured by using a PFS3）
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る PFSでは，そのような用途が中心であるし，内部

の放散メカニズムについて詳細を知ることは得意とし

ないからである。しかし，建材のコントロールが可能

な試験片を用いる場合では，建材内部の放散メカニズ

ムに関連した，幾つかの重要な情報を得ることもでき

る。ここでは，研究例が比較的豊富である建材内部の

化学物質の移動に関するモデル化 12－ 14）については省

略し， PFSを用いた解析方法に特化してその方法を

検討する。

5 . 2 　建材の厚さと放散フラックスの関係

　関心の大きな事柄の 1つは，建材の厚みに対する

放散フラックスの依存性であろう。小口を塞いだ厚

さの異なる建材を PFSでサンプリングすると，同じ

材質で厚さの異なる建材を使用する際，放散フラック

スが厚さに比例して増大するのか，あるいは，フラッ

クスは一定で発生する期間が増加するのか，といっ

た判断をすることができると考えられる。また，放散

フラックスの経時変化が分かっている建材であれば，

厚さに応じた経時変化予測をすることも可能である。

サンプリング時間・気相拡散距離を揃えて測定した，

同じ材質（内部が均一なもの）の厚さ L1， L2 ［m］の

建材試験片からの放散フラックスがそれぞれ F1， F2 

［g/m2/h］であるとき，任意の厚さ L ［m］の試験片か

ら放散フラックス F（L） ［g/m2/h］は近似的に，

　　 　　　　（5）

と求められる。ただし，データを外挿して予測する場

合には予測精度が著しく低下する場合があるので注意

が必要である。 Fig. 4には，甲斐 15）によって，厚さ

の異なるMDFボードからの化学物質の放散フラック

スが， PFSを用いて測定された実験結果と，（5）式と

の比較を示す。ベンゼン，トルエンについて，フラッ

クスに若干の建材厚さ依存性があることが分かる。

5 . 3　経時変化

　建材からの化学物質放散の経時変化がみかけ上 1次

とみなせる場合には，簡単な物質収支式からその後の

経時変化を予測することができると考えられる。上記

2種類の試験片のうち，厚さ L1［m］の建材のある温

度における放散フラックスの経時変化が既知で，以下

の式で表されるとする。

　　 　　　　　　　　　　　（6）

F1（t）：基準となる厚さが L1［m］の建材からの時刻 t

における放散フラックス［g/m2/h］， F1（0）：基準と

なる厚さが L1［m］の建材からの時刻 0における放散

フラックス ［g/m2/h］， k1：基準となる建材からの放

散フラックスの減少速度定数 ［1/h］， t：時刻 ［h］

これと同じ材質で厚さが L2［m］の建材からの同じ温

度における放散フラックスの経時変化は，時刻無限大

まで積分した際の総放散量が，放散し得る化学物質の

初期存在量に比例する，即ち建材の厚さに比例すると

して，

　　 　　　　　　　（7）

F2（t）：厚さが L2［m］の建材からの時刻 tにおける放

散フラックス， F2（0）：厚さが L2［m］の建材からの

時刻 0における放散フラックス

と表すことができる。この関係は現象が同じ 1次の

過程で近似的に表現できる期間成立する。時間の経過

とともに放散フラックスが減少し，律速過程が変化す

Fig.  4  The relationship between sample thickness and flux 
　　　　measured by using a PFS14）
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ると速度式も変化し得るが，放散フラックスが十分小

さくなった後であれば，その後の経時変化予測には必

ずしも高い精度は必要ないと思われる。

5 . 4　温度依存性

　次に，建材からの放散フラックスの温度依存性に

ついて検討する。理想気体の分子拡散係数は絶対温度

の 1.5乗に比例して大きくなる。このことは，例えば

温度が 20℃から 30℃に上昇すると，分子拡散係数

の大きさはたかだか 1.05倍になることを意味してい

る。実在気体であっても，大気圧程度では概ねこの関

係が成り立つ。従って，境膜内の分子拡散係数の増加

による放散速度の増加率は比較的小さいと言える。一

方，放散速度の温度依存性は，境膜内気相拡散律速で

ある場合でも，これよりもずっと大きい場合がある。

プラスチックからのフタル酸エステル類の放散は多く

の場合境膜内気相拡散律速であるが，そのフラックス

の温度依存性は，みかけの活性化エネルギーで 20～

150 kJ/mol程度あり 3），これを 20℃と 30℃のフラッ

クスの比に直すと， 1.3～ 7.6倍になり，分子拡散係

数の増加率に比べてずっと大きい。このように多くの

場合，温度の上昇に伴う放散フラックスの増大は，気

相側の拡散係数の変化とはほぼ無関係で，建材表面の

平衡濃度の増加に起因していると考えられる。建材内

部の気相濃度の増大は，建材を通過する気体分子の，

建材内部での吸脱着過程も含めた建材内部の拡散係数

の増大と捉えることもできる。試験片を 2点以上の

温度の恒温槽にそれぞれ入れて各温度における放散フ

ラックスを測定すると，律速過程が変化しない温度範

囲内であれば，以下の式で他の温度におけるフラック

スを予測することができる。温度 TL［K］における放

散フラックスが FL［g/m2/h］，温度 TH［K］における放

散フラックスが FH［g/m2/h］であるとき，任意の温度

T［K］における放散フラックス FT［g/m2/h］は，アレ

ニウスの式を基にした，以下の式から推算することが

できる。

　　 　　　　　　　　　　　　　（8）

ただし，

　　 　　　　　　（9）

　　 　　　　　　　　（10）

であり， Eaは放散フラックスのみかけの活性化エネ

ルギー［J/mol］， Rは気体定数［J/K/mol］である。

　前述した放散速度の減衰速度定数は，温度によるフ

ラックスの変動によっても変化する。この減衰速度定

数の温度依存性を示す，みかけの活性化エネルギーも

Eaに等しい。

6 ．まとめ－ PFS による建材からの放散速度の

　　標準的な表示方法と今後の課題

　これまで議論してきたように，建材からの化学物質

放散フラックスは，建材表面の境膜厚さによって変化

する場合がある。従って，異なる方法でサンプリング

して得られた放散フラックスは，同一の建材であって

も違う値を示すこともあり得るし，実際の居住空間に

存在するときのフラックスを表していない可能性も

ある。 PFSによるフラックス測定によって得られる

「最大放散フラックス」と「平衡濃度」は，測定の場に

影響されない普遍性の高い表示方法であると言えるだ

ろう。また， （5）式は，

　　 　　　　　　　　　　　　（11）

　　 　　　　　　　　　　　　（12）

と置き換えると，

　　 　　　　　　　　　　　　　　（13）

と表記され，このうちα［g/m3/h］を建材厚さ比例係

数，α/β［g/m2/h］を限界内部拡散フラックスとして

まとめると，放散フラックスの建材厚さに対する依存

性を整理することができる。

　製造したある建材から放散される，フラックスの大

きさが顕著な化学物質に対して，「最大放散フラック

ス」，「平衡濃度」，ある温度（例えば 20℃）における

フラックスの「減衰速度定数」（期間を併記）を示し，

「みかけの活性化エネルギー」によって温度による補
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正，「建材厚さ比例係数」と「限界内部拡散フラック

ス」を用いて建材厚さによる補正を行えば，その建材

を室内で使用する際の放散フラックス予測，あるい

はその先の室内濃度予測に必要な情報がかなりの部分

揃うと考えられる。またこれらの応用として，表面平

衡濃度とその建材が使用される環境中の濃度を比較す

ることで，例えば表面平衡濃度が環境中濃度を下回る

場合には，その化学物質に対してはむしろシンクにな

る，といった判断をすることもできる。

　一方， PFSには幾つかの問題点も存在する。ホル

ムアルデヒドのように，放散フラックスが湿度に依存

して変化する 16）化学物質に対しては，湿度のコント

ロールができない PFSでは十分な測定結果が得られ

ない可能性がある。また，室内のサンプリング箇所に

直射日光が当たるような場合には，サンプラーで覆い

をすることで建材表面の温度が低下し，フラックスを

過小評価する場合もあり得る。このような問題点に対

しては， PFSの改良や，データの蓄積による測定値

の補正が必要であり，今後検討すべき課題である。
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